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評価方法・評価結果の扱いについて 

（第二部会） 

 

１ 評価の対象 

令和２年度新規事項立て研究課題 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を研

究の目的、計画の見直し等へ反映することを目的とする。 

 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、事前評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行う。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

 

４ 進行方法 

（１）研究課題の説明（１０分） 

 

（２）研究課題についての評価（１５分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価用紙等をもとに、主査が総括を行う。 

 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記する。 

 

 

６ 評価結果の国土技術政策総合研究所研究評価委員会への報告 

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員会

に分科会から報告を行う。 
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

非住宅建築物の防火性能の高度化に資する
新しい性能指標および評価プログラムの開発

事前評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部

： 令和２年度～令和４年度

： 約４２百万円

： 中期段階

資料３－１

研究開発の背景・課題

2

研究開発の背景・課題

• 埼玉県三芳町物流倉庫火災（2017.2）では，鎮火に12日間を要したものの，
死者の発生は回避された．ただし，被害総額が121億円に及んだ上，被災建物
を解体・再稼働するまでに2年半を要する見込みで，事業継続上の課題が露呈．

• 火災により建築物が継続使用できなくなる事態を回避するには，建築物の防
火性能の高度化を図り（最低限の基準である建築基準法の要求水準とは異な
る観点からの防火性能の確保），被害の大規模化を防ぐ必要がある．

背景

近年の大規模な火災被害の事例

発生年 発生場所 被害概要

2017年 物流倉庫

• 死者なし，負傷者2名
• 焼損面積45,000m2

• 被害総額121億円
• 建て替え後の再稼働に2年半の予定

2018年 物販店舗
• 死傷者なし
• 営業再開に半年程度の予定

2018年 物販店舗
• 死傷者なし
• 延床面積3,000m2の店舗が全焼
• 建て替え予定も，営業再開時期は不明

2019年 製紙工場
• 死傷者なし
• 生産設備の全面復旧に1か月程度
• 全国的にティッシュが品薄状態

※三芳町物流倉庫火災の画像
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研究開発の背景・課題

3

研究開発の背景・課題

• 火災時の被害が大きくなる可能性
がある大規模建築物の新規着工比
率は23.1%（延床面積5,000m2超の
場合，2018）もあり，こうした大
規模建築物の防火性能の高度化は
急務．

• 住宅建築物については，品質向上
を誘導するための「住宅性能表示
制度」（防火性能を含む）が導入
され，普及が進んでいる（2018年
度交付実績は戸建78,000戸，共同
83,000戸）．

• 非住宅建築物については，火災と
なった場合の社会的な影響が大き
いにもかかわらず，防火性能を評
価して，分かりやすく表示する制
度が未整備のままで，建築主が防
火性能を選択する際の判断材料が
ない．
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延床面積ごとの新規着工比率
（建築着工統計調査，延床面積ベース，2018）
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研究開発の必要性と目的・目標

4

研究開発の必要性と目的・目標

• 非住宅建築物（物販店舗，倉庫，事務所，庁舎，病院等）において，高い防火性能を確保
する利点を，火災後の継続使用性や建築コストなどの観点から分析・整理し，
それを分かりやすい指標で示すことで，建築主によって，より高い防火性能が
選択されることを促し，社会全体の非住宅建築物の質の向上を図る必要がある．

必要性・有効性

社会資本整備審議会答申（2018.2）

• 「建築物の質の向上に向け，特に住宅
分野に比べて総合的な評価・表示・誘
導体系の整備が遅れている非住宅建築
物における質の向上を誘導する政策の
あり方」について継続して検討してい
く必要性を指摘．

国土強靭化基本計画（2018.12）

• 「国土強靭化に資する自主的な設備投資等
を促す」などして，「民間企業等の事業継
続の取組を一層促進する」．

• 「事業継続の仕組み及び能力を評価する枠
組み作り」を進め，産業構造の改善を図る．

• 質の向上による利点を説明するた
めの新しい防火性能指標およびそ
の評価プログラムの開発

• 同指標の解説と，防火設計事例を
示したガイドラインの作成・公表

目的

• 建築主による性能選択の機会が増
えることによる，社会全体の非住
宅建築物の質の向上

• 性能指標を活用した品質向上施策
の推進

目標（社会に与える効果）
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「高度な防火性能」＝「火災後の継続使用性能」の定義

5

定義

機能(%)

100

0

時間供用期間火災発生

非住宅建築物においては，火災による継続使用上の影響を回避・低減できること
が重要（例えば，倉庫等はサプライチェーン維持のため，病院等は地域医療拠点維持のため）．

• 火災後の継続使用性能により，非住宅建築物の高度な防火性能を代表させる．

• ある建築物の供用期間中の機能（例えば，使用可能な床面積の比率）の時間
累計（供用期間機能）が，火災被害による低減を経ても，なお保持されてい
る割合を火災後の継続使用性能と定義．

火災後の継続使用性能 �火災被害により低減した供用期間機能

設計上の供用期間機能
� 𝑄𝑄𝑄𝑄�

復旧期間 𝒕𝒕𝑹𝑹

火災被害により低減した供用期間機能設計上の供用期間機能

供用期間機能 𝑄𝑄� 機能不全率 𝑳𝑳

機能(%)

100

0

時間供用期間

供用期間機能 𝑄𝑄

※ 建築物としての機能が段階的に復旧していくことを表している

設計案(A)
（対策なし）

設計案(B)
（初期消火機能の強化）

設計案(C)
（内部空間の区画化）

追加対策
• 内装不燃化
• スプリンクラー設備設置

• 防火区画の追加

期待される効果 • 使用停止期間の縮小 • 使用停止範囲の縮小

火災被害
※イメージ

• 出火階・上層階を焼損
• 躯体被害あり

• 散水による出火室の水損
• 躯体被害なし

• 出火室を焼損
• 躯体被害あり（出火区画）

建物機能の
時間変化
※イメージ

火災により使用
できなくなる空間

防火性能（火災後の継続使用性能）を高めるための対策（例）

6

補足

火災により使用
できなくなる空間 防火区画

出火室

機
能

(
%
)

時間火災

機
能

(
%
)

時間火災

機
能

(
%
)

時間火災

出火室 出火室
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研究開発の目的・全体構成

7

研究内容

３ 火災後の復旧期間𝑡𝑡�の評価
• 報道資料をもとにデータベースを構築して，「復旧期

間𝑡𝑡�」を評価

１ 防火性能指標評価プログラムの開発
• 条件設定から性能指標の評価に至る一連の手続きを，

PC画面上で双方向的に行えるプログラムの開発

２ 火災による物的被害評価（機能不全率𝑳𝑳 の評価）

• どのような物的被害（どの部位，どのように，どの程
度）が発生するのかを評価

① 総合的な防火性能指標の開発

③ 防火設計ガイドラインの作成・公表

１ ケーススタディ（設計事例作成）

• 各種対策による継続使用性能の向上効果の検証，性能
指標と建築コスト等との関連付け

２ 防火設計ガイドラインの作成
• 性能指標とその利用方法の解説と防火設計事例を整

理

１ 火災の性状予測
• 建築物内部で発生し，拡大した火災が，各室でどのよ

うな性状（温度，継続時間など）となるのかを予測

非住宅建築物（物販店舗，倉庫，事務所，庁舎病院等）の防火性能の向上のため，非住宅建築物の火災後
の継続使用性能を総合的に評価する新しい性能指標およびその評価プログラムを開発し，防火性能を高め
る利点を，同指標を用いて分かりやすく整理・分析する．

② 防火性能指標評価プログラムの開発

４ 継続使用性能の評価と防火性能指標への換算
• 機能不全率 𝐿𝐿，復旧期間 𝑡𝑡� から継続使用性能へ評価し，

さらに防火性能指標へと換算

火災性状

機能不全率𝐿𝐿

復旧期間𝑡𝑡�

試算に基づく修正

評価手法の定義

ケーススタディ
に基づく修正

設計ツール
として位置
づけ

設計事例の反映 構成に応じて追加検討

※ 事例の多い物販店舗・倉庫等から検討を始め，段階的に一般化を
図っていく．

①-1 火災の性状予測

8

研究内容

「継続使用性能」の
評価には，まず，建
築物内部で発生した
火災がどのような性
状（温度，火災継続
時間など）を示すの
かについての予測が
必要．

• 既存の予測式を改
良し，組み合わせ
ることで，建築物
内部の火災性状を
室単位で予測でき
るようにする（室
間延焼を含む）．

研究内容

火災の強い加熱による焼損
• 既存の予測式（発熱速度，温度に関する告

示式）に，消防隊による消火活動の効果を
組み込む．

出火
（隣室からの延焼を含む）

初期火災

盛期火災

隣接室への延焼

ある室に着目した火災の成長過程
（イベントツリーに基づき確率的に評価）

煙の拡散による煙損
• 既存の予測式に基づき，建築物内部の煙層

高さと温度を評価．
• スプリンクラー設備等の散水や在館者によ

る初期消火活動の成否を判定．

当該室での火災の発生
• 用途や室の規模に応じた出火確率を，統計

データ（消防庁による火災報告データ）を
もとに評価．

当該室から隣接室への延焼
• 防火避難総プロ(2016-19)で開発した性能検

証法を拡張して，当該室に面する扉や壁と
いった部材の突破を予測．
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①-2 火災による物的被害評価（機能不全率𝐿𝐿 の評価）

9

研究内容

火災の性状予測（①-1）は，火災の物理的な状況（温度，火災継続時間など）を
予測するもので，それがそのまま継続使用上の影響を表すものではない．

• 火災の性状予測（①-1）の結果から，物的被害の対象（収納物，構造材，非構
造材），内訳（汚損，焼損，水損），程度（復旧可，復旧不可）を評価する．

研究内容

対象
• 収納物，構造部材，非構造部材

内訳
• 汚損，焼損，水損

程度
• 復旧可 (軽・中・重)，復旧不可

火災性状の予測（①-1）

火災室

物的被害の評価（①-2）

評価可能な火災性状：

• 火災成長段階（初期，盛期など）

• 消火・散水（成長段階などによる）

• 火災継続時間（可燃物量などによる）

• 盛期火災時温度（室形状などによる）
各部位に対する
加熱強度を推定

火災成長段階に応じ
て各室ごとに分類

室同士の接続関
係に応じて推定 機能不全率𝐿𝐿 

火災室

被害程度を推定するモ
デルを構築するため，
区画燃焼実験を実施．

火災事例データベースの構築

産経新聞
（2017年5月13日）

産経新聞
（2017年6月2日）

埼玉新聞
（2018年12月20日）

報道資料を
収集して，
火災被害の
内容と復旧
に要した期
間に関する
情報を抽出

①-3 火災後の復旧期間𝑡𝑡�の評価

10

研究内容

通常，復旧期間 𝑡𝑡� の評価には，
作業工程表の作成が必要とな
るが，評価手続きが煩雑．

• 既往の火害診断事例を参考
に，物的被害評価（①-2）
の出力を変数とする簡易評
価式を作成する．

• 簡易評価式を検証するため，
過去の火災事例に関する
データベースを構築する．

• データベースを活用して，
火災被害の内容と復旧期間𝑡𝑡� の関係を統計的に分析し，
簡易評価式のモデル定数を
決定する．

研究内容

被害内容と復旧期間の関係を統計的に分析

簡易評価式に含まれるモデル定数の決定

復旧期間𝑡𝑡�の簡易評価式の作成
• 建築物の火害診断に関する個別事例を収集
• 物的被害評価（①-2）の出力を変数とする統計モデル

※災害記事①

※災害記事②

※災害記事③
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①-4 継続使用性能の評価と防火性能指標への換算

11

研究内容

• 予測された火災性状に応じて，どのような物的被害（対
象，内訳，程度）が発生するのかを評価

• 建築物内部で発生し，延焼拡大した火災が，各室でどの
ような性状（温度，継続時間など）となるのかを予測

出火
初期
火災

対象
• 収納物（什器など）
• 構造材（柱，梁など）
• 非構造材（内装，設備）

盛期
火災

(隣室への延焼)

条件設定

火災の性状予測（①-1）

(隣室からの延焼)

• 建築物の各部位（床，壁，柱，梁など）の防火性能，お
よび防火対策（内装不燃化など）の条件設定

機能不全率𝐿𝐿の評価（①-2）

復旧期間𝑡𝑡�の評価（①-3）

内訳
• 汚損
• 焼損
• 水損

程度
• 復旧可
(軽・中・重)
• 復旧不可

• 報道資料をもとにデータベースを構築して，「復旧期
間𝑡𝑡�」を評価

• ここまでの一連の評価の結果を集約
し，建築物の継続使用性能を評価．

• 継続使用性能（0～1の値をとる）を
区分化して，防火性能指標へと換算．

研究内容

継続使用性能の評価と防火性能指標への換算

• 「供用期間機能」を継続使用性能へ換算

継続使用性能 � 火災被害により低減した供用期間機能

設計上の供用期間機能

防火性能指標の評価の流れ

機能(%)

100

0

時間供用
期間

火災発生

供用期間機能 𝑄𝑄

復旧期間 𝒕𝒕𝑹𝑹（①-3）

機能不全率 𝑳𝑳
（①-2）

継続使用性能 防火性能指標

0 ~ 0.25 レベル1

0.25 ~ 0.5 レベル2

0.5 ~ 0.75 レベル3

0.75 ~ 1 レベル4

※区分化の一例

②-1 防火性能指標評価プログラムの開発

12

研究内容

防火性能指標の評価では，多岐にわたる部位（床，壁など）の防火性能を評価計
算に反映させる必要があり，手計算による処理は困難．

• 条件設定から性能指標の評価，さらに，評価結果の出力までの一連の評価手続
きを，PC画面上で双方向的に行えるプログラムを開発する．

研究内容

利用者

条件設定

火災の性状予測（①-1）

火災による物的被害評価（①-2）

復旧期間評価（①-3）

防火性能指標への換算（①-4）

防火性能指標の評価の流れ

検討条件
の入力

評価結果
の表示

評価計算

検討条件の
抽出・整理

※防火性能指標評価プログラムのイメージ図

ー 36 ー



機
能

(
%
)

時間火災

機
能

(
%
)

時間火災

機
能

(
%
)

時間火災

③-1 ケーススタディ（設計事例の作成）

13

研究内容

性能指標により，防火性能が適切に評価されていることを，ケーススタディを通
じて確認し，必要に応じてプログラムを修正することが必要．また，防火性能を
確保する利点の分かり易い説明が必要．

• 各種対策の防火性能向上効果を検証すると同時に，性能指標と建築コスト等と
の関連付けを行い，防火性能を確保する利点を分かり易く分析・整理する．

設計対象の建築物

研究内容

建築コスト

イニシャル ランニング 復旧 計

1 2 3 6

プログラムを利用した
性能指標の評価

建築コスト等との関連付け

案(A)
（対策なし） レベル１

案(B)
（内装不燃化） レベル２

案(C)
（防火区画化） レベル３

建築コスト

イニシャル ランニング 復旧 計

1.5 2 2 5.5

建築コスト

イニシャル ランニング 復旧 計

2 2 1 5

※イメージ※イメージ

建築コストについて，復旧コストを含む総合的な整理
を行い，防火性能確保の効果を比較できるようにする．

③-2 防火設計ガイドラインの作成・公表

14

研究内容

性能評価指標の普及を図るには，建築主（非専門家）および設計者（専門家）に
対して分かりやすい説明が必要．

• ケーススタディに基づく防火設計事例を交えながら，性能指標とその利用方法
を解説した防火設計ガイドラインを作成する．

「住宅品確法」の解説本

建築主 設計者

設計案B

評価プログラムを使用し
て防火性能指標の評価

設計案A

レベル1 レベル3

ガイドラインを活用して
設計内容について相談

研究内容

ガイドライン

複数の設計案の比較

※プログラム画面
イメージ図
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研究の実施体制

15

研究の実施体制

本省住宅局
（新しい防火性能指標を活用した品質向上誘導施策の推進）

• 本省住宅局と連携して，研究成果の活用方法を検討する．
• 民間企業・団体等との連携を図ることで，国総研だけでは対応が難しい，実務的

な観点からの検討も充実させるとともに，普及を視野に入れた情報共有を図る．

国総研建築研究部
（研究の実施・総括）

建築研究所，
大学等

（研究協力）

ゼネコン，設計
事務所，保険料
率算定機構等

（情報提供・成果活用）

日本建築学会，
日本火災学会

（調査協力・出版物等へ
の反映）

防火技術者協会
（ケーススタディ協力）

研究の年度計画

16

研究計画

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 研究費総額

２０２０ ２０２１ ２０２２ 研究費配分

（研究費［百万円］） １２ １５ １５ ４２

①

総合的な防火性能
指標の開発

1．火災の性状予測

約２１
［百万円］

2．火災による物的被害評価
（機能不全率𝐿𝐿の評価）

3．復旧期間𝑡𝑡�の評価

4．継続使用性能の評価と防
火性能指標への換算

②
防火性能指標評価
プログラムの開発

1．防火性能指標評価プログ
ラムの開発

約１５
［百万円］

③

防火設計ガイドラ
インの作成・公表

1．防火設計事例の作成
（ケーススタディ） 約６

［百万円］2．ガイドラインの作成

• 防火避難総プロ（2016-19）などで蓄積された技術的知見を有効に活用すること
で効率的な研究開発を進める．

効率性

ー 38 ー



National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

空き家の管理不全化に対する
予防的対策効果の定量化に関する研究

事前評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 住宅研究部

： 令和２年度～令和４年度

： 約４５百万円

： 初期段階

資料３－２

4,310

4,127

294

349

3,474

2,681

382

411

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

2018年

2008年

（千戸）

賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅 二次的住宅

2,469

1,834

1,005

847

0 2,000 4,000

2018年

2008年

（千戸）腐朽・破損なし 腐朽・破損あり

背景①：「管理不全空き家」の予備軍数の増加

2

研究開発の背景・課題

約1.2倍

【「管理不全空き家」の予備軍数の推移】【空き家数の推移】

約1.3倍

計7,568

計8,460

約1.1倍

計2,681

計3,474

（「住宅・土地統計調査」（総務省統計局）） （「住宅・土地統計調査」（総務省統計局））

「管理不全空き家」※2 の増加が将来的に深刻化の懸念

背景

○ 空き家数は継続して増加傾向。特に、賃貸・売却用等以外の「その他
空き家」が増加

○ 「管理不全空き家」の予備軍※1 数が増加

○ 世帯数は全国で2023年をピークに減少の見込み （国立社会保障・人口問題研究所）

※ 1  「その他空き家（賃貸・売却等以外）」のうち「腐朽・破損あり」のもの

※ 2  適切な管理がなされず、保安上危険、衛生上有害等の状態になるおそれのある空き家
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区分 H27年度 H28 H29 H30 合計

助言・指導 2,890 3,515 4,271 4,910 15,586

勧告 57 210 285 370 922

命令 4 19 47 41 111

行政代執行 1 10 12 18 41

略式代執行 8 27 40 49 124

全額回収

不可, 16

一部回収

不可, 5

回収方法

検討中, 4

回収中, 5

回収済み, 
5

背景②：空家特措法における措置と課題（その１）

3

研究開発の背景・課題

・代執行件数は増加傾向にあるが、「助言・指導」が
圧倒的に多い
→代執行に至る前の段階での対応を促すため、

助言・指導を繰り返し実施
→助言・指導により対応する所有者も一定数存在

回収済みは１割強。
回収不可が6割を占める

背景

○ 「空家特措法」（平成27年5月全面施行）において、特定空家等※の所有者
に対する助言・指導、勧告、命令、代執行等の措置を規定（法14条）

○ しかし、特定空家等になってからの事後的対策には限界

・所有者の特定に時間・コストを要し、その間に問題が深刻化

・助言・指導等に対する所有者の反応がない

・代執行は費用が高騰の一方で、回収できないケースが増加 等
（総務省行政評価局「空き家対策に関する実態調査」）

【特定空家等に対する措置の実績】 【代執行・略式代執行の費用回収状況】

（平成27-30年度合計・国土交通省調べ）

約60%

（総務省行政評価局「空き家対策に関する実態調査」 ）

※ 放置すれば保安上危険、衛生上有害等の状態になるおそれがある空き家、景観を損なっている状態にある空き家等

4

研究開発の背景・課題

背景

○ 現状では、管理不全化を予防するしくみが不十分

○ 予防的対策の強化については市町村からのニーズが高い

• 国は、空き家所有者等における管理責任や、特定空家等が発生した場合に生じる
リスクについて、全国的に周知・啓発を実施してほしい。

適切な管理につながりにくい

除却につながりにくい

放置
管理不全化

【問題点】

• 管理不全化が所有者にとっても損
になることを数字で示せていない

• 管理に係る助言等をする上で、所
有者にとって実際的で具体的な管
理方法が示せていない

市町村

予防的対策が不十分

（全国空き家対策推進協議会（2018.12））

空き家の適切な管理、
除却等の情報提供・
助言等（法12条）

予防的対策の強化が必要

背景②：空家特措法における措置と課題（その２）

• 「予防対策に取り組むべきだということは、庁内あるいは市民からもそういった声をい
ただいています。予防対策に向けた取り組みについては、是非とも行っていきたい」

（総務省行政評価局「空き家対策に関する実態調査」）
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予防的対策の強化に係る技術的課題（その１）

5

研究開発の背景・課題

A社 B社

10,000円 7,500円

1回 2回

清掃 ○（簡易）
△

（2,000円/月）

換気 ○ ○

通水 ○ ○

雨漏り確認 ○ ○

除草
○

（簡易除草）
△

（別途要見積）

庭木確認 ○ △

外観確認 ○ ○

○ ○

- ○

70分 非公開

会社名

月料金（税抜）

巡回頻度（／月）

室内

屋外

報告書（メール送付）

管理看板の設置

標準作業時間

21.9% 16.9% 29.0% 16.2%
11.2%

4.9%

0% 50% 100%

約1/4の所有者が遠隔地に居住・民間サービスは
月平均1万円程度

→管理不全化する

おそれのある空
き家の所有者に
とって高水準で、
活用に至りにく
い。 （N=2034）

ほとんどかからない（隣接地など）

徒歩圏内

車･電車などで1時間以内

車･電車などで1時間超～3時間以内

車･電車などで3時間超～日帰りが不可能

不明、無回答

課題①：管理不全化を予防するために最低限必要な管理水準及びその
実施手法が明らかでない

課題

【民間空き家管理サービスの例（概要）】 【遠隔地に居住している空き家所有者の割合】

（「平成26年空家実態調査」（国土交通省））

→ 市町村が適切な管理を呼びかける際に、所有者にとって実施可能な、最低
限必要な管理の内容や水準が明らかとなっていない

→ 所有者が遠隔地に居住している場合の効率的な管理手法が確立していない

・例）頻繁に管理に訪れることが出来ない。年1回の管理の場合、訪れた直後に雨漏りが
発生すると、管理していない状態に等しくなってしまい、適切な管理につながらない

→空き家の不具合状態を、必要なタイミングに、効率的に把握する方法が必要

予防的対策の強化に係る技術的課題（その２）

6

研究開発の背景・課題

課題

課題②：管理不全化の予防的対策の定量的効果が明らかでない

適切な管理
（または除却）

放置
（管理不全化）

予防的対策をとることが有利となることを
数字で示せていない

予防的対策

市町村 空き家所有者

￥￥￥￥￥
￥￥￥

市町村 空き家所有者

￥￥ ￥￥

市町村が、空き家所有者に情報提供・助言等

→ 市町村が、空き家所有者に予防的対策の情報提供・助言等を行ったり、支
援施策を検討したりする際に、予防的対策が効果的であることを数字で示
す方法が確立していない
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必要性・有効性と目的・目標

7

研究開発の必要性と目的・目標

必要性・有効性

目的・目標

【必要性】

○ 管理不全空き家の増加が懸念される中で、空家特措法の見直し検討が予定さ

れている。主要論点の一つである「空き家の管理不全化の予防的対策の強化」
を実効性あるものとするため、技術的課題を解決する本研究の実施が必要。

【有効性】

○ 空き家の適切な管理や除却の促進による管理不全化の予防の促進が可能と

なる。これにより、国、市町村及び所有者の空き家対策コストの削減が図られる。
また、空き家の管理ビジネスの発展等も期待できる。

【アウトプット】
・予防的対策ガイドライン案（国の指針案）
・空き家の管理不全化の予防的対策効果の
定量的評価ツール

【アウトカム】

・空き家の適切な管理や除却の促進等による
管理不全化の予防の推進

・国、市町村及び所有者の空き家対策コストの
削減

1. 管理不全化の予防に最低
限必要な管理水準及びそ
の実施手法を開発する。

2. 管理不全化による将来負
担コストと比較した、予防
的対策の効果の定量的評
価手法を開発する。

① 管理不全化により将来発生する
負担コストの推計

③ 予防的対策の効果の定量的評価手法の開発

② 管理不全化の予防に必要な管
理水準の設定とコストの推計

研究内容 （全体・個別テーマ①～③の関連）

8

研究内容

○将来負担コスト（テーマ①）と最低限必要な管理コスト（テーマ②）等の比較

○先進事例の取組み を評価し、予防的対策効果の定量的評価ツールの開発

将来負担コストの反映 最低限必要な
管理コストの反映

C

○管理コストの推計

○管理が困難となりがちな遠隔地の空
き家所有者向けの効率的な管理の
ためのモニタリング技術の開発

D

○将来発生すると見込まれる負担コスト
の項目を網羅的に整理

○市町村等を対象に、コスト項目ごとに、
原単位データを収集・分析

○数的モデルを用いて、市町村 及び
所有者 の将来負担コストを推計B

A

【予防的対策なし】 【予防的対策強化】

C

○管理不全化の予防に最低限必要な
管理の内容・手法を解明・設定
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研究内容

①-３.数的モデルを用いた将来負担コストの推計
○項目ごとに数的モデルの適合性を評価し、コストを推計。仮想評価法（CVM）等の手法を検討。

○数的モデルを統合し、市町村の将来負担コスト 、所有者の将来負担コスト を定量化

○財政負担コスト
・空き家除却等の代執行（未回収の費
用の増加等）

・倒壊等による道路閉塞の対応

○事務負担コスト
・周辺住民からのクレームへの対応
・所有者の特定（経年に伴い所有権が
複雑化した空き家の増加） 等

○外部不経済性
・周辺住環境が悪化（景観、防犯性、
草木の繁茂・害虫発生等）

○訴訟・損害賠償コスト
・倒壊等により周辺家屋が被害

○税負担の増加（固定資産税の特
例からの除外） 等

○特定空家等に対する市町村の対
応事例 等

○空き家の管理不全化の予防のた
めの支払意思額(WTP)の調査

○係争事例
○周辺住民からの（市町村等への）

クレーム事例 等

BA

①-１.将来負担コス
トの項目の抽出・
整理

①-２.将来負担
コスト項目ごとの
原単位データの
収集・分析

市町村（例） 所有者（例）

 空き家が管理不全化することにより、市町村及び所有者それぞれが将来負担
しなければならないコストを推計し、定量的に把握する。

個別ﾃｰﾏ①：管理不全化により将来発生する負担コストの推計

10

研究内容

②-１. 最低限必要な管理水準の
解明

管理不全適正管理

「管理不全化を予防する」レベル

○ データの収集・分析

・各市町村の特定空家等の物理的判断基準

・先進自治体の取組事例

・民間の空き家管理サービス 等

○ 最低限必要な管理水準の検討

・住宅の状態、敷地、立地等の影響を考慮

②-２. 遠隔地における効率的な管理のため
のモニタリング技術の開発

○最低限必要な管理を［遠隔地から／安価で／
簡便に］モニタリング可能とする技術開発

１）異常検出技術
２）モニタリング情報伝達技術
３）要対応度判定システム

○ 管理コストの推計

・管理・修繕項目ごとのコストデータの分析

【モニタリングシステムのイメージ】

空き家

床下のモニタリング

草木の繁茂の
モニタリング

動物侵入の
モニタリング

室内温熱環境の
モニタリング

雨漏のモニタリング

・問題事象の発生
通知

・定期連絡

確認・対応

 既存の安定した技術（太陽光電池、低クロックCPU、
低額SIM等）を応用し、安価なシステムを構築

 実際の空き家に設置して実験し、効果を検証

遠隔地の
所有者

C D 最
低
限
必
要
な

管
理
の
実
装

実
験
・検
証
に
よ
る

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 管理不全化を予防するための、所有者にとって実施可能で、最低限必要な管理水準
を明らかにし、管理コストを推計する。また、効率的な管理の実施手法を開発する。

個別ﾃｰﾏ②：管理不全化の予防に必要な管理水準の設定とコストの推計
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予防的対策の効果の定量的評価の枠組み

【
予
防
的

対
策
な
し
】

【
予
防
的

対
策
強
化
】

11

研究内容

将来負担コスト
（テーマ①）

管理コスト
（テーマ② ）

除却コスト

将来負担コスト
（テーマ①）

支援コスト※
（テーマ②）

情報提供・助言等の働きかけ

※先進事例の収集、費用対
効果等の計測

A B

DC

【
所
有
者
が

放
置
】

比較 比較

比較

比較

技術的根拠

市町村 所有者

【
予
防
的
対
策

を
支
援
】

D

 管理不全化による将来負担コストと比較した、市町村が（空き家所有者に対し
て）予防的対策を行った場合の効果について、定量的な評価手法を開発する。

個別ﾃｰﾏ③：予防的対策の効果の定量的評価手法の開発

市町村国 空き家所有者

財政的

支援等

所有者に適切な管理や除却等の情報提供・助言等を行うための根拠として、 及び のコストを定量的に評価

市町村が ＜ の範囲で支援策を構築し、所有者に － ＜ となる条件を示して情報提供・助言等を強化

BA
C A D C B

b②：訴訟・損害賠償請
求［○～○円／件］
・事例収集、支払意思額調査

12

研究内容研究の進め方（原単位の収集イメージ：その1）

【市町村についての原単位の収集イメージ】

b①：訴訟・損害賠償請求
［○～○円／件］

管理 除却

b④：管理・
除却コスト

・将来負担コスト項目ごとに、下記のような原単位を収集し、コスト推計を行う。

所有者空き家

所有者の負担コスト ＝Σ(b①～b③)B

・事例収集、支払意思額調査

・事例収集

予防的対策なし

例）・相続人調査に際し戸籍申請200件以上、約5か月間かけて52人を特定 等

市町村の負担コスト ＝Σ(a①～a⑦)A

クレーム

周辺住民

周辺住民

a①：対応

a②：所有者の特定 ［○～○人日／件］

a③：情報提供・助言 ［○～○人日／件］

a⑦：代執行 ［○～○円＆○～○人日／件］ （ ）

a⑥：対応 ［○～○人日／件］

クレーム

b③

市町村

市
町
村
の
対
応
事
例
の
収
集
・
分
析 …

［1回目］
［2回目］…

a⑤：勧告、命令 ［○～○人日／件］

・庁内合意形成
・勧告書、命令書の発出 等

…

［1回目］
［2回目］
［3回目］…

a④：助言・指導 ［○～○人日／件］

・口頭または書面による助言・指導 等
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13

管理 除却

所有者空き家

所有者の負担コスト ＝d①D

d①：管理・
除却コスト
・事例収集

研究内容研究の進め方（原単位の収集イメージ：その2）

・複数の先進的な市町村における調査等により、下記のような原単位を収集し、コスト推計を行う。

制度整備が必要
・情報提供ツール
・専門家派遣
・補助、融資

・先進体な市町村の支出
・市町村の既存制度の活用実績
等から原単位データを抽出

c①：所有者の特定 ［○～○人日／件］

・（市町村独自の）改修支援制度、除却支援制度 等

c③：支援制度 ［○～○円＆○～○人日／件］

先
進
的
な
市
町
村
の
対
応
事
例
の
収
集
・
分
析

市町村

市町村の負担コスト ＝Σ(c①～c③)C

［1回目］
［2回目］
［3回目］
［4回目］…

c②：情報提供・助言 ［○～○人日／件］

… ・空き家相談会等における市町村独自制度の紹介
・対面、電話または書面による助言 等

【市町村についての原単位の収集イメージ】 予防的対策強化

14

研究内容研究の進め方（原単位の収集イメージ：その3）

管理

所有者空き家

・下記のような原単位を収集し、コスト推計を行う。

【所有者についての原単位の収集イメージ】

市町村

市町村の
負担コスト

C

所有者の負担コスト ＝d①D

・事例収集

予防的対策強化

b②：訴訟・損害賠償請求1

周辺住民

所有者空き家

所有者の負担コスト ＝Σ(b①～b④)B

・事例収集、支払意思額調査
c③：支援制度

c②：情報提
供・助言

d①：管理・除却コスト
・事例収集

予防的対策なし

b①：クレーム対応

b③：訴訟・損害賠償請求2
（管理不全化の進行により高額化）

b④：解体・除却（代執行によりコスト増）

市町村

a⑦：代執行

・事例収集、支払意思額調査

・事例収集

除却

・事例収集

・事例収集

予防的対策なし 予防的対策強化
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研究内容

○ 市町村

所有者
所有者の特定 情報提供・助言

助言・指導、
勧告、命令

支援制度 代執行

【
予
防
的
対
策
な
し
】

Σ単価×人工 Σ単価×人工 Σ単価×人工

【手続き】

Σ単価×人工

【費用】

・所要額

・うち回収額

（未回収額）

○空き家保有コスト
（固定資産税・都市
計画税）

Σ単価×期間

○訴訟・損害賠償コ
スト（手続きコスト、
実費用）

○（解体コスト）

【
予
防
的
対
策
強
化
】

Σ単価×人工 Σ単価×人工
（Σ単価×

人工）

○空き家管理支援

○空き家解体支援

【手続き】

Σ単価×人工

【費用】

・市町村負担額
（補助実績額等）

Σ単価×件数

○空き家保有コスト
（固定資産税・都
市計画税）

Σ単価×期間

○管理コスト

Σ単価×期間

○解体コスト

研究の進め方（原単位の分析イメージ）

A B

DC

・一定期間の対策の有無を設定（例：10年間予防的対策なし→管理不全化後対応、10年間予防的対策を実施）

・各ケースについて、下記のような方法で負担コストを総計し、空き家１件当たりのコストを算出・比較

研究の実施体制

16

研究の実施体制

国総研 住宅研究部

（技術的検討、統括）

学会、大学、建築研究所等

全国空き家対策推進

協議会
個別テーマ①、②

本省 住宅局

（空き家対策の実施、

空家特措法見直し）

事例収集、
意見集約

意見交換、情報交換

連携（情報共有） 情報集約

情報交換、
成果普及

市町村

（都道府県）

個別テーマ

①、②、③

事例・データ
収集、検証
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研究計画

17

研究計画

効率性

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

R2 R3 R4 研究費配分

（研究費［百万円］） 15 15 15 総額45

①
管理不全化により将来発生する
負担コストの推計

約10
［百万円］

②-1
管理不全化の予防に必要な管理水準の
設定とコストの推計

約10
［百万円］

②-2
遠隔地における効率的な管理のための
モニタリング技術の開発

約15
［百万円］

③
予防的対策の効果の定量的評価手法の
開発

約10
［百万円］

○先行的な市町村における事例を評価し、予防的対策の評価手法へ反映するとともに、
作成した評価手法案を市町村において試用し、フィードバックを得ることで、全国で利
用可能な予防的対策の効果の定量的評価手法の開発を効率的に実施する。

○さらに、全国空き家対策推進協議会と連携し、各市町村の原単位データ等の情報を
効率的に収集するとともに、成果普及等を円滑に進める。

18

参考資料

本省

市町村

国総研
事項立て「空き家の管理不全化の予防的対策の定量的効果に関する研究」

1. 管理不全化の予防に最低限必要な管理水準及びその実施手法の開発

2. 予防的対策の効果の定量的評価手法の開発

R2（2020）

法に基づく予防的
対策の実施
（「空家等対策計
画」の見直し等）

法見直し検討（予
防的対策の強化）
に係る技術的根拠
の提供

市町村の予防的対
策の実施に向けた
ガイドライン、技術
ツールの提供

〈参考〉 研究成果の活用イメージ（施策反映のスケジュール等）

【研究成果の本省施策等への反映（予定）】

空家特措法見直し
検討開始

（改正） （施行）
※改正事項が
ある場合

R3（2021） R4（2022） R5（2023）～
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参考資料

空き家
（管理不全空き家以外）

管理不全空き家
（特定空家）

制度的課題等 技術的課題

利
活
用

○全国版空き家・空き地
バンク

○空き家再生等推進事業

○モデル事業（先駆的空
き家対策モデル事業、
空き家対策の担い手強
化・連携モデル事業等）

－
（空き家の利活用の促進につ
いては一定の支援制度あり）

－

管
理

○（民間の管理サービス）

○情報の提供、助言その
他必要な援助（法12条）

→技術的な整理はされて
いない

－

●所有者による空き家管理を
支援する国の直接的施策は
ない

●民間管理サービスは管理不
全化のおそれのある所有者
には高水準で活用に至りに
くい

●管理不全化を予防するため
に最低限必要な管理の内
容・水準が具体的に明らか
でない

●管理不全化の予防的対策の
効果が具体的に明らかでな
い

（市町村が空き家所有者に
情報提供・助言等をする上
での技術的根拠、市町村の
支援施策の構築や、それを
国が財政的に支援する上で
の技術的根拠が明確でな
い）

解
体

○モデル事業（先駆的空
き家対策モデル事業等）

○固定資産税等の特例
（住宅用地特例の解
除）

○特定空家等の所有者
に対する措置（法14条）

・助言・指導、勧告、命
令、代執行

●管理不全化に至る以前の段
階からの情報提供・助言等
の措置について法に規定が
ない

●事後的対策には限界（所有
者の特定が困難、所有者の
反応がない、代執行費用の
回収が困難等）

空き家の管理不全化の予防的対策の強化に向けて、本研究で解決する課題

【現状の主な空き家対策と技術的課題】

〈参考〉 現状の主な空き家対策と本研究の位置づけ

20

参考資料

（空家等の所有者等の責務）
第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努

めるものとする。

（市町村の責務）
第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関す

る必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。

（基本指針）
第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（以下「基本指針」とい

う。）を定めるものとする。
２～４ 略

（立入調査等）
第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するための調査その他空家等に関し

この法律の施行のために必要な調査を行うことができる。
２～５ 略

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）
第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行

うよう努めるものとする。

（特定空家等に対する措置）
第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保

全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれ
のある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。

２ 市町村長は、（中略）当該助言又は指導を受けた者に対し、 （中略）必要な措置をとることを勧告することができる。
３ 市町村長は、（中略）その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。
４～８ 略
９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行して

も十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定
めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができない
とき（中略）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができ
る。（以下略）

１１～１５ 略

〈参考〉 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）（抄）
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○空き家1戸あたりの外部不経済性の定
量化

○空き家の管理不全
化の予防に支払わ
れる総額

予防

21

参考資料〈参考〉 定量化イメージ例：管理不全化による外部不経済性の定量化

※仮想評価法（CVM）：アンケート調査により、人々の支払意思額（WTP）等を明らかにすることで、市場で取り引きされていない財
（効果）の価値を計測する手法。

 仮想評価法※を用いて、管理不全空き家の周辺住民の支払意思額を明らかに
することにより、損害賠償請求額を推計する。

○支払意思額(WTP)の調査

・管理不全化の予防のために
1年間で支払っても良い金額
［円／（世帯・戸）］

Step1：被験者に対し、具体的な写真を見せながら、管理不全空き家がもたらすリスクについて説明。

Step2：被験者に対し、ある金額を提示しながら、「この空き家があなたの家の近くに発生しないために、 1年間にこの金額を支払って
も良いと思いますか？」と尋ねる。

Step3：「支払い可能」と回答した人には、提示した金額より高い額を、「支払い不可」と回答した人には提示した金額より低い額を提示
し、その回答者が支払い可能となる額を確定する。

Step4：半数の人が「賛成」と答え、半数の人が「反対」と答える金額を推定する。

￥
￥￥￥￥

￥￥￥￥

管理不全空き家
予備軍

【空き家1戸の予防的対策に対する支払意思額（WTP）の推計イメージ】

【アンケート調査（WTP）のイメージ】

空き家1戸の
管理不全化予防に
支払われる金額

空き家が管理不全化した際に生じる
悪影響の総額

支払い意思額の
総額
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

災害後における居住継続のための
自立型エネルギーシステムの設計目標に関する研究

事前評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部 設備基準研究室

： 令和２年度～令和４年度

： 約４２百万円

： 初期段階

資料３－３

研究の背景 研究開発の背景・課題

2

背景

【現状】

• 災害が起こった場合、その危険がなくなった後は、自宅に被害がなければ自宅に

滞在することが基本である。

地方自治体にお
ける自宅での居
住継続のための
備えを住民に促
す取り組み（例：

東京防災）

• しかしながら、自宅に被害がない場合でも自宅から避難するケースが多く、過去

の災害では、ライフライン停止がその理由として上位に挙がっている(※) 。
※例:熊本地震(熊本市, 「電気・ガス・水道などのライフラインが止まっていたから(42.9%)」

サンプル数:564)  「建物に被害があったから(28.5%)」

• 災害（大雨、台風、地震など）により発電所や送変電設備に問題が発生した場合、

直接的な被害を受けるエリアよりも広域で停電が発生する(例：北海道胆振東部地震)

ため、自宅での滞在が難しい状況が増えることが懸念される。

※災害時の避難に関する文献
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研究の背景 研究開発の背景・課題

3

背景

【現状】

• 電力供給に関する代替機能確保により自宅での居住継続の可能性を拡大すること

が重要であり、省エネルギー技術として確立しつつある太陽光発電と蓄電池を組

み合わせたシステム(以下、自立型エネルギーシステム)の活用により実現が可能である。

• 2018年の北海道胆振東部地震、台風21号・24号では、システムを装備する住宅におい
て、停電中に自宅での生活を何とか継続できた事例が数件報告されている。

• 「国土強靭化基本計画(H30.12.14 閣議決定)」に示された『災害リスクを回避・緩和
するためのエネルギー供給源の多様化・分散化』の推進に寄与することが期待できる。

• 電力供給の状況は災害種別や災害発生からの経過時間により変化するため、自立

型エネルギーシステム（電力途絶時においても、住宅内で必要となる電力を賄うことが可能なシ

ステム）は災害や状況の変化に対して適切な性能を有しているかを、建築主や設計

者が判断できることが重要となる。

【問題点】

• 住宅設計において自立型エネルギーシステムの設計目標(※)が整備されていない。

→ 災害後における居住継続のための電力確保に対する性能の適否を建築主や設

計者が判断する拠り所がない。 ※設計目標：災害後における自宅での居住継続を
可能とするために住宅設計において太陽光発電お
よび蓄電池に対して要求される性能の目標値

災害後において電力

供給の状況が刻々と

変わる中で、自宅で

の居住継続を可能と

するためには、何の

用途に電力が必要

か？

【技術的課題１)】

居住継続に必要な電

力を賄うために、シ

ステムが満たすべき

要件とは何か？

【技術的課題２)】

研究の技術的課題 研究開発の背景・課題

4

1) 災害後において自宅での居住継続に必要な電力用途が不明確である。

2) 1)に対応する、太陽光発電と蓄電池によって構成される自立型エネ

ルギーシステムの住宅設計における設計目標が未整理である。

太陽光発電
パネル

パワース
テーション

蓄電地電力会社

技術的課題

電力用途
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研究開発の必要性と目的 研究開発の必要性と目的

5

【必要性】

• 災害後において自宅での居住継続を可能とするために、省エネルギー技術として

確立しつつある自立型エネルギーシステムを電力供給に関する代替機能確保に活

用することにより、エネルギー供給源の多様化・分散化を図る必要がある。

【有効性】

• 自立型エネルギーシステムに災害に対する備えとしての新たな価値が付加される

とともに、国民の省エネルギーに対する理解や関心が深まる機会となり、住宅の

省エネルギー対策の強化に対する波及効果も期待できる。

必要性・有効性

目的・目標

【目的】 ① 災害後における居住継続に必要な電力用途を明確にする。

② 太陽光発電と蓄電池によって構成される自立型エネルギーシステム

に対する住宅設計上の要求事項を定量化する。

③ 災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの設計

目標を整理する。

【アウトプット】

• 災害後における居住継続のための自

立型エネルギーシステムの設計目標

【アウトカム】

• エネルギー供給源の多様化・分散化

• 住宅の省エネルギー対策強化への波及

研究フロー 研究内容

①-1 災害後における電力会社から住宅への電力供給の状況変化を時系列

で整理（R2年度）

①-2 災害後における居住継続に必要な電力用途を明確化（R2年度）

② 災害後における居住継続を実現するための自立型エネルギーシステムに

対する要求事項を定量化（R3～R4年度）

③ 災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの設計目標

を提案（R4年度）

• 電力供給の状況変化を災害種別ごとに時系列で整理し、①-2及び②の

検討において前提条件となるシステムを適用する状況を想定する。

• 災害種別により整理した電力供給の状況に対し、居住継続に必要な電

力用途を明確にする。

• 災害種別により整理した電力供給の状況において、居住継続に必要な電

力を確保するためのシステムに対する要求事項を定量化する。

• ガイドライン作成に向けて、災害時における居住継続のための自

立型エネルギーシステムの設計目標として整理する。 設計
目標

6ガイドライン
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研究内容：個別テーマ①

7

研究内容

①-1 災害後における電力会社から住宅への電力供給の状況変化を時系列

で整理（R2年度）

①-2 災害後における居住継続に必要な電力用途を明確化（R2年度）

発災後～24時間 発災後1日～3日

•情報収集のための携帯端末の充電
(⇒ 情報源の確保)

発災後3日～1週間 発災後1週間～1ヶ月

•テレビによる情報収集

•調理器具の限定的な利用

平常時

•広域で停電 •限定的に供給可能 •徐々に供給範囲は拡大【①-1】電力
会社から住宅
への電力供給

の状況

•需給の状況によっては計画停電

【①-2】災害
後における居
住継続に必要
な電力用途

発災からの
経過時間

•安全・安心確保のための最低限の照明
(⇒ 安全安心のための明るさ確保)

•片付け等に必要な照明

【情報整理のイメージ】

• 過去に発生した災害について、資料調査やヒアリング調査を実施し、次の情

報を収集して整理する。

①-1：電力供給の復旧に要する日数、計画停電や供給調整の実施状況

①-2：電力供給の状況変化に対して居住継続に必要となる電力用途

研究内容：個別テーマ②

8

研究内容

② 災害後における居住継続を実現するための自立型エネルギーシステム

に対する要求事項を定量化（R3～R4年度）

安全安心
のための
明るさ
確保

電力
用途

対応する
機器と物理指
標の目標値

機器

照明設備
（蛍光灯）

指標の目標値

必要照度
▲lx

情報源の
確保

… …

季節・地域
(気象条件)

太陽光発電に
関する条件

蓄電池に関す
る条件

数値解析

居住継続
に必要な
電力量

蓄電量

発電量

システム
が供給可
能な電力

量

居住継続に必
要な機器に関

する条件

• ①で整理した用途に対応する機器と指標の目標値を整理する。

• 数値解析により、季節・地域、機器特性（太陽光パネルの温度特性、蓄電池の充放電特性

…）などを考慮して、居住継続に必要な電力量・発電量・蓄電量などを算定する。

省エネ基準の
算定方法(※)

（国総研が開発)

個別テーマ① 個別テーマ②

※地域、建物に関する条件、設備・機器に関する条件を入
力すると、設備・機器の特性を考慮して、エネルギー消
費量・発電量・蓄電量などが時系列で算出される。

要求事項
（性能要求）

太陽光発電
の発電能力

蓄電池の蓄
電容量・出
力電力

…
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研究内容：個別テーマ③

9

研究内容

③ 災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの設計目標を提

案（R4年度）

• 個別テーマ①及び個別テーマ②で得られる成果を、ガイドライン作成に向けて、

災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの設計目標として

整理する。

個別テーマ
①－１

システムを適
用する状況

個別テーマ
②

要求事項

個別テーマ
①－2

電力用途

• どのような状況にシステムを適用することを想定するか？

例：台風により送電設備が損壊して停電が発生。供給が完全に復旧する

までには、1週間を要する。供給調整は実施されない。

• 電力供給の状況に対して、何に電力を使用する必要があるか？

例：最低限の用途として、夜間における安全安心のための明かりの確保

と情報源の確保。時間を限定して、食料品の保冷。

• 電力確保のためにシステムが満たすべき要件は何か？

例：関東地方の場合、太陽光発電には●kWh/日以上の発電能力が必要。

加えて、蓄電池には、蓄電量▲kWh以上、出力電力■kW以上の蓄電

能力が必要。

個
別
テ
ー
マ
③

設
計
目
標

電気事業連合会、
電力会社

（災害後の電力供給に関す
る情報提供）
個別テーマ①-1

研究の実施体制

10

研究の実施体制

国総研

住宅研究部・建築研究部

（研究取り纏め、
ガイドライン作成に向けた

設計目標の原案作成）

学識経験者、学会等

（研究技術開発への助言）
個別テーマ②

建築研究所

（数値解析の補助）
個別テーマ②

意見交換

本省 住宅局

（施策への反映）

連携

研究協力

意見交換
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研究計画

11

研究計画

• 学識経験者と意見交換を行うことで、今後の開発動向も含めて蓄電池に
関する最新情報を効率よく収集する。

• これまでの基準整備のために実施された国総研の技術検討成果や学会等
における既往の知見を最大限に活用する。

効率性

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

R2 R3 R4 研究費配分

（研究費［百万円］） 12 15 15 総額42

①－１

災害後における電力会社から住宅へ
の電力供給の状況変化を時系列で整
理

約6
［百万円］

①－２
災害後における居住継続に必要な電
力用途を明確化

約6
［百万円］

②

災害後における居住継続を実現する
ための自立型エネルギーシステムに
対する要求事項を定量化

約20
［百万円］

③

災害後における居住継続のための自
立型エネルギーシステムの設計目標
を提案

約10
［百万円］

資料調査等の実施

ヒアリング調査等の実施

数値解析等の実施

設計目標の原案作成

参考資料：大規模災害における避難理由 研究開発の背景・課題

12

• 災害の危険がなくなった後、自宅に被害がなければ自宅に滞在することが基本であるが、現

実には、自宅から避難した理由として「ライフライン停止」が上位に挙がる。

1 2 3 4

東日本大震災に関す
るアンケート調査

(仙台市、
サンプル数：7,565

平成24年3月)

まだ余震が
続くと思っ

たから
(60.6%)

停電や断水
など、自宅
で生活する
のが不安な
状態だった

から
(53.5%)

近所の人が
そこに避難
すると言っ
ていたから
(18.5%)

自宅建物が
壊れ、中で
生活するこ
とができな
かったから
(15.1%)

平成28年熊本地震に
おける余震情報と避
難行動等に係る影響
等の把握等に関する
アンケート調査
（文部科学省、

サンプル数：①熊本
市564/②郡市1900、

平成29年3月）

余震が怖
かったから
(①81.0% /
②79.9%)

建物の安全
性に不安が
あったから
(①61.3% /
②59.5%)

電気・ガ
ス・水道な
どのライフ
ラインが止
まっていた

から
(①42.9% /
②35.2%)

建物に被害
があったか

ら
(①28.5% /
②28.8%)

避難した理由のうち上位4項目
災害名
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参考資料：災害による建物被害件数および停電件数 研究開発の背景・課題

13

• 災害（大雨、台風、地震など）により発電所や送変電設備に問題が発生

した場合、直接的な被害を受けるエリアよりも広域で停電が発生する。

災害名 建物被害 停電 出典

熊本地震 約21万棟 約47.7万戸

平成28年(2016年)熊本県
熊本地方を震源とする地
震に係る被害状況等につ

いて
（内閣府、平成31年4月）

北海道胆振東部地震 約1.7万棟 約295万戸

平成30年北海道胆振東部
地震に係る被害状況等に

ついて
（内閣府、平成31年3月）

南海トラフ
（想定）

92.1万棟～239.9万棟 2,410万軒～2,710万軒

南海トラフ巨大地震の被
害想定について

（中央防災会議、平成25
年3月）

参考資料：ライフラインの代替機能確保に関する対応 研究開発の背景・課題

14

• ライフラインの代替機能確保は、ライフラインの管路や施設の耐震化・耐水化や

老朽化対策と併せて推進されている。

• 上水道については、居住者による備蓄の他、給水拠点の整備といった公的な支援

システムが確立しつつある。

• 下水道については、携帯トイレやマンホールトイレなどの簡易的なトイレや、雨

水貯留タンクなどの普及により対策が進められているところである。

• エネルギーについては、居住者による乾電池やカセットコンロなどの極めて限定

的な用途に対する備えが対策の中心である。

公助

上水道 給水拠点の整備

下水道
マンホールトイレや
地下貯留槽の整備

電気

都市ガス

懐中電灯・乾電池の備蓄

カセットコンロ・ガスボンベの備蓄

ライフライン
種別 自助・共助

ライフラインの代替機能確保に関する対応

災害用トイレの備蓄
雨水貯留タンクの設置

飲料水・生活用水の備蓄

ー 56 ー



参考資料：災害時における電力供給の代替機能確保の必要性 研究開発の背景・課題

• 被災経験者の約4分の1が、災害時において不自由に感じた事項として電力供給の停

止に関連するものを挙げている。

15

• 被災経験者の約8割が、設備に対する要望として、太陽光発電と蓄電池による停電

対策を挙げている。（「防災・災害意識と住まい調査」住環境研究所、サンプル数：1403、平成31

年5月) 

調査名 設問内容

東日本大震災に関す
るアンケート調査

(仙台市、
サンプル数：7,565

平成24年3月)

自宅で生活する
中で特に不自由
を感じたこと

停電でテレビ
などの家電製
品が使えない

(26.0%)

停電でパソコ
ン・インター
ネットなどが

使えない
(2.6%)

防災・災害意識と住
まい調査

(住環境研究所、
サンプル数：1403

平成31年5月)

災害時に困った
こと

停電、計画停
電などで自宅
の電気が使え

ない
(25.7%)

スマホの充
電、電源の確

保
(17.0%)

空調機器が使
えない
(14.5%)

懐中電灯の入
手困難、夜の
明かりの確保

(9.0%)

被災経験者が災害時において電力供給の停止に関連して
不自由に感じたこと

参考資料：太陽光発電と蓄電池を装備した住宅における
災害後における自宅での居住継続に関する事例 研究開発の背景・課題

• 太陽光発電と蓄電池を装備する住宅において、停電中に自宅での生活を何とか継続

できた事例が数件報告されている。

16（住宅供給事業者 S社調べによる）

事例 災害名 停電・復電日時 システム仕様 停電から復電に至るまでの概要と経過

A邸
北海道

胆振東部地震

停電：
　9月6日 3時
復電：
　9月7日 22時

太陽光発電：
　5.94 kWh(中型)
蓄電池：
　5 kWh(中型)

【概要】
停電中、使用する家電や設備を限定し、約2日間電力を使えた。

【経過】
・停電発生時は、充電量100％。
・9/6日中は晴天で、太陽光発電により充電量100％を維持。
・9/6夜間に電力を使用し、9/7日0時過ぎに充電量45％まで
　低下。
・9/7日の日中に、太陽光発電により充電量100％を回復。

B邸 台風21号

停電：
　9月4日 13時
復電：
　9月5日 0時

太陽光発電：
　8.84 kWh(大型)
蓄電池：
　12 kWh(大型)

【概要】
停電～復電の11時間に使用できたのは、LED照明(13灯)、
冷蔵庫、テレビ、携帯電話の充電。

【経過】
・停電発生時は、充電量60％。
・復電時には、25%まで低下。

C邸 台風24号

停電：
　9月30日 23時
復電：
　10月3日 14時

太陽光発電：
　4.90 kWh(中型)
蓄電池：
　5 kWh(中型)

【概要】
普段は家電・設備の使用が多く停電時の充電量が少なかったが、
停電中は、使用する家電や設備を限定し、約3日間電力を使えた。

【経過】
・停電発生時は、充電量30％。日の出までに12%に低下。
・10/1日中に、太陽光発電により充電量100％を回復。
・その後の2日間は、夜間に50%程度まで低下するも、
　日中に100%を回復。
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参考資料：省エネ基準に基づく算定方法の概要 研究内容

17

• 外気温度、相対湿度、日射量

• 床面積
• 断熱性能、日射遮蔽性能

• 暖房設備
• 冷房設備
• 換気設備
• 照明設備
• 給湯設備

• 太陽光発電設備
パワーコンディショナの効率、
パネルの仕様(容量、種類、
設置方位角・傾斜角など)

• 蓄電設備
定格容量、定格出力など

設備機器の種類
機器効率

地域に関する条件(気象条件)

建物に関する条件

設備に関する条件

その他機器に関する条件

• 家電機器の種類、効率

• 「建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律（平成28年4月
施行）」に基づく、住宅のエネル
ギー消費性能に関する算定方法。

• 気象条件、建物に関する条件、設
備に関する条件、その他機器に関
する条件を入力とし、各種設備・
機器の機器特性を考慮して、エネ
ルギー消費量を時系列で算定。

条件の入力 算定 結果

エネルギー消費量

• 暖房設備
• 冷房設備
• 換気設備
• 照明設備
• 給湯設備
• その他機器

発電量

※発電した電力の
うち当該住戸で
消費される分

省エネ基準の算定方法(※)
（国総研が開発)

自家消費分(※)

蓄電量

(居住継続に必要な電力量)

(システムが供給可能な
電力量)

(太陽光発電の発電能力)
(蓄電池の蓄電容量・

出力電力)
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

スマートシティ推進支援のための
主要な都市問題解決に係る

計画評価技術の開発

事前評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 都市研究部（都市計画研究室、都市施設研究室）

： 令和２年度～令和４年度

： 約５５百万円

： 初期段階

資料３－４

スマートシティの実現による都市問題の解決

2

研究開発の背景・課題

①都市の諸問題解決（ニーズ）に対応可能な新技術（シーズ）が体系的に整理
されていない（対応付けできていない）こと、②新技術の活用による都市問題解
決効果の計画評価方法が確立されていないこと から、地方公共団体がス
マートシティ化の方向性について検討する際の支援が求められる。

背景

課題

「スマートシティの実現に向けて【中間取りまとめ】」（平成
30年8月、国土交通省都市局）でのスマートシティの定義

 超高齢社会の到来、交通弱者の増加、生産
年齢人口の減少、インフラの老朽化、地方財
政の逼迫、等、わが国の都市問題は深刻化。

 第５期科学技術基本計画では、「Society5.0」
（先端技術導入により経済発展と社会的課題
の解決を両立する新たな社会）の実現を提唱。

 国土交通分野では、IoT等の新技術の活用に
より都市問題の解決を図る「スマートシティ」が
「Society5.0」の社会的実践の場として期待。

 スマートシティについては、かつての省エネル
ギーから、交通、生活支援、防災、防犯、観光
等にテーマが多分野化。また、技術革新によ
り、活用が期待される新技術も多様化。

Society 5.0で実現する社会（出典：内閣府HP）

自然との共生 省エネルギー交通 安全安心 資源循環

･公共交通を中心に、あらゆる市民
が快適に移動可能な街

･水や緑と調和した都市空間
･ﾊﾟｯｼﾌﾞ・ｱｸﾃｨﾌﾞ両面から建物・

街区ﾚﾍﾞﾙにおける省ｴﾈを実現
･太陽光、風力など再生可能ｴﾈﾙ

ｷﾞｰの活用

･災害に強い街づくり・地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
の育成

･都市開発において、非常用発電
機、備蓄倉庫、避難場所等を確
保

･雨水等の貯留・活用
･排水処理による中水を植栽散水

等に利用

都市の抱える諸課題に対して､ⅠCＴ等の新技術を活用しつつ､マネジメント（計画､整備､管理･運営等）が行われ､
全体最適化が図られる持続可能な都市または地区

スマートシティ

⇒
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 スマートシティの取り組みを推進するには、地方公共
団体がスマートシティ化の方向性について検討する
際の技術支援が必要。

研究開発により、地方公共団体によるスマートシティ
の取り組みが推進され、生産性向上、市民の生活利
便性の向上、行政コストの削減、等、都市問題の解
決、社会・経済への貢献が期待。

スマートシティの推進には、地方公共団体への
技術支援が必要

3

都市の抱える諸問題の解決に向けて、地方公共団体がIoT等新技術の活用（スマー
トシティ化）による主要な都市問題解決の方向性について検討する際の支援を目的
として、①個別の都市問題の解決に対応可能な新技術の体系的整理と、②新技術
の活用による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法※の開発を行う。
※今後の技術的展開に応じて随時バージョンアップを実施（プロトタイプ）

必要性・有効性

目的・目標

研究開発の必要性と目的・目標

生産性向上
市民の生活利便性の向上
行政コストの削減

都市問題の解決

スマートシティの
取り組み推進

地方公共団体

①都市問題（ニーズ）と新技
術（シーズ）の体系的整理

②新技術活用による都市問
題解決効果の評価手法

アウトプット

アウトカム

具体的には、地方公共団体が、

①都市の抱える諸問題（ニーズ）の解決に対応可能な
新技術（シーズ）とその導入条件

②新技術の活用により見込まれる都市問題解決効果

について判断できるよう、高度で先進的な新技術に関し、
国が中立的な観点から評価技術を開発することが必要。

本研究開発のアウトプットとアウトカム

研究の全体像

4

研究内容

３．新技術活用による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法の開発

① 都市問題解決効果に係る計画評価手法の検討

② 都市問題解決効果に係る簡易計画評価シート及び評価マニュアルの作成

③ ケーススタディ

① 地方公共団体及びIoT関連企業等への意向調査

② 都市問題解決に活用可能な新技術の体系的整理

① 先進事例における最新の取り組み状況に関する実態調査

② データベース（カルテ）の作成

新
技
術
の
都
市
問
題
解
決
効
果

（
原
単
位
等
）、
評
価
手
法
・指
標
等

都市問題と
新技術の体
系的整理結
果

２．都市の諸問題解決に活用可能な新技術の体系的整理

都市問題と
新技術の対
応、新技術の
導入条件等

１．国内外のスマートシティの先進事例に係る実態調査
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１．国内外のスマートシティの先進事例に係る実態調査

5

研究内容

 国内外のスマートシティの先進事例について、これまでわが国に

おいて調査実績の乏しい、新技術の活用による都市問題解決効

果とその評価手法の把握に重点を置きつつ、最新の情報につい

て実態調査を行う。（２．及び３．の検討に必要な情報を収集）

 各事例に関するデータベース（カルテ）を作成する。

１．国内外のスマートシティの先進事例に係る実態調査

6

研究内容

• 都市の属性（人口・都市構造等）
• 取り組みの背景・目的
• 対象とされた都市問題・分野
• 導入された新技術
• 新技術の導入条件（必要なデータ、
プラットフォーム、インフラ等の整備）

• 新技術の導入・運営コスト
• 都市問題の解決効果
• 効果の評価手法、指標（KPI）
• 関連法制度（情報管理等）、
支援制度 等

調査項目の例

【国内事例】

◆国のモデル事業
• スマートシティモデル事業（国土交通省）
• データ利活用型スマートシティ推進事業（総務省）
• 次世代エネルギー・社会システム実証事業（経産省）等

◆民間企業中心の事業
• 柏市：柏の葉キャンパスシティ
• 藤沢市：Fujisawa SST 等

【海外事例】
• フィンランド：ヘルシンキ
• デンマーク：コペンハーゲン
• ドイツ：ベルリン
• スペイン：バルセロナ
• アメリカ：シカゴ、スマートシティチャレンジ
• シンガポール：バーチャル・シンガポール
• 中国：深圳
• 韓国：仁川、世宗、釜山 等

調査対象の例

重
点
項
目

※海外のWi-Fiを活用したスマートサービス事例
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２． 都市の諸問題解決に活用可能な新技術の体系的整理

7

研究内容

 地方公共団体に対し、新技術活用により解決を期待する都市問

題とのその実態等について意向調査を行うとともに、IoT関連企

業等に対し、それら都市問題の解決のために活用可能性の高い

と考える新技術とその特性等について意向調査を行う。

 １．の先進事例実態調査、及び上記意向調査等により得られた

情報から、都市の抱える諸問題（ニーズ）と問題解決のために活

用可能性の高い新技術（シーズ）の対応付け、必要なデータ、プ

ラットフォーム、インフラ等の諸条件、都市及び都市問題の特性

に応じた新技術活用の方向性・手順、都市問題別の活用事例等

について、体系的整理を行う。

２． 都市の諸問題解決に活用可能な新技術の体系的整理

8

研究内容

民間企業（146）の技術（シーズ）
※カッコ内の数字は提案企業数

●通信ネットワークとセンシング技術
（5G、レーザー、センサー等）（60）

●分析・予測技術
（熱環境、配車、施設配置予測等）（63）

●データ保有
（リアルタイムの混雑、災害情報等）（48）

●データプラットフォーム
（３次元位置情報共通基盤等）（60）

●データの活用
（画像解析、可視化技術等）（40）

●上記を活用した新たな応用技術
（ドローン、AI等）（57）

●その他
（エリアマネジメント等）（53）

地方公共団体（61）の課題（ニーズ）
※カッコ内の数字は提案団体数

●交通・モビリティ（56）
●エネルギー（20）
●防災（29）
●インフラ維持管理（老朽化）（16）
●観光・地域活性化（36）
●健康・医療（23）
●生産性向上（15）
●環境（18）
●セキュリティ（11）
●物流（18）
●コンパクトなまちづくり（15）
●その他（14）

「スマートシティのニーズ・シーズ調査」（国土交通省都市局、2018年12月実施）における

地方公共団体の課題（ニーズ）と民間企業の技術（シーズ）の提案例と、体系的整理のイメージ

１．のスマート
シティ先進事例

の分析

地方公共団体
及びIoT関連企業
等への意向調査

 都市問題（ニーズ）と新技術（シーズ）の対応付け
 新技術の導入・運用に必要な諸条件

• 使用データ： 統計データ⇔動的データ、公共データ⇔民間データ⇔個人データ、等
• 整備すべきプラットフォーム： 公共主導⇔民間主導⇔官民連携、専用⇔汎用
• 整備すべきインフラ： センサー、通信ネットワーク、運営センター、専用車両・機器、等

 都市及び都市問題の特性に応じた新技術活用の方向性・手順
 都市問題別の活用事例 等

体系的整理の内容

都市問題（ニーズ）と
新技術（シーズ）の

対応付け
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○オンデマンドバス（マイクロトランジット） ○MaaS（Mobility as a Service）○ライドヘイリング

○貨客混載

研究内容

・IoT等の活用により、免許を保有しない高齢者等にも移動時間・費用の最小化や選択肢の多様化を提供
・買い物に必要な移動需要等に対しどの技術を用いるのかは、地域の状況、住民のニーズ等に基づくマッチングが必要

○自動運転 ○ラストマイル配送無人化

＜バス+徒歩＞ ＜自家用車+徒歩＞ ＜複数の交通の乗り継ぎ＞

＜Door to Door＞ ＜配送効率化＞ ＜無人配送＞

・利用者の需要に応じて運行ルート・時刻を更新し
て運行する乗り合いバスサービス

・スマホによる移動需要情報と車両情報を連動させ、
フレキシブルにルートや乗降スポットが設定可能

・移動需要と自家用車をリアルタイムに
マッチング

・ダイナミックプライシングやマッチングア
ルゴリズムの活用により、移動を需給両
面から最適化

・ルート検索エンジン
・マッチングアルゴリズム
等

・ルート検索エンジン

・マッチングアルゴリ
ズム

・ダイナミックプライシ
ングアルゴリズム

等 ・モビリティサービスプラットフォーム 等

・ラストマイル配送において、無人配送
ビークルやドローン等を活用した配送
サービス

・旅客運送事業者による貨物運送と、貨物
運送事業者による旅客運送の両方を含
んだ、人とモノの混載運送サービス

・人工知能などのシステムが周囲の状況を適切
に判断し、自律的かつ安全に自動車を運転

・情報収集
（車載カメラ等）
・分析・認識
（画像認識等）
・制動
（ﾚｰﾝ認識等）
・判断・操作
（ﾋｭｰﾏﾝ･ﾏｼﾝ･ｲﾝ
ﾀｰﾌｪｰｽ） 等

・旅客・貨物
運送事業兼
業に向けた
ルール整備

・ガイダンスシス
テム

・ナビゲーション
システム

・制御システム
・通信
等

「買い物弱者問題」の解決に活用可能性の高いと考えられる新技術の例

２． 都市の諸問題解決に活用可能な新技術の体系的整理

【導入に必要な条件等】 【導入に必要な条件等】

【導入に必要な条件等】

【導入に必要な条件等】【導入に必要な
条件等】

【導入に必要な条件等】

9

・複数の交通モードを統合し、一元的
に検索・予約・決裁が可能なサービ
ス

※イメージ画像

※イメージ画像

※イメージ画像 ※イメージ画像

ドローン配送

※ 国においても、スマートシティ関連事業の採択や進捗管理を行う場合等に

おいて、統一的な評価手法（KPI）が必要となる。そのためには、高度で先

進的な新技術について、公平・中立的な観点から評価手法を開発する必

要があることから、国の研究機関である国総研が技術の開発を行うもの

である。

10

研究内容

 １．で収集した国内外のスマートシティ事例における新技術活用

による都市問題解決効果や評価手法・指標等の分析結果（原単

位の算出等）を用いて、人口・都市構造等の都市特性に応じた新

技術による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法（KPI、

B/C等）を開発する※ 。

 また、中小地方公共団体でも容易に計画評価が可能となるよう、

新技術活用による主要な都市問題解決効果に係る簡易計画評

価シート及び評価マニュアルを作成する。

３．新技術活用による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法の開発
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研究内容

新技術による都市問題解決効果に係る計画評価手法のイメージ
（買い物弱者問題の例）

 対象都市の空間特性（年齢別人口分布、都市構造等）及びそれを踏まえた新技術導入の計画内容、

並びにスマートシティ先進事例の実証データ分析で得られた各新技術導入に関する利用者属性別原

単位等から、都市問題解決効果のKPIを算出。

 また、KPIから便益（Ｂ）を算出、新技術の導入・運営費用（C）との比を取り、B/Cを算出。

移動時間

短縮効果

交通費

軽減効果

健康増進

効果

…
都市問題解決効果に係る

計画評価結果

１．のスマートシティ先進事例の
実証データ分析

【
事
業
者
】

人件費

削減効果

…
KPIからの便益

（B）の算出

↓
便益（B）と新技

術の導入・運営
費用（C）との比
（B/C）の算出

↓
新技術の導入

の有無（With-
Without）での
B/Cの比較

【
地
域
住
民
】

KPIの算出 B/Cの算出

各新技術の導入に関する
利用者属性(年齢等)別原単位等

【導入する新技術】

オンデマンドバス

ライドヘイリング

MaaS（Mobility 
as a Service）

自動運転

貨客混載

ラストマイル配送
無人化

サービス利用率

サービス転換率

外出率

購買額……

【原単位等】

３．新技術活用による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法の開発

予条件

都
市
の
空
間
特
性
（年
齢
別
人
口
分
布
、

都
市
構
造
等
）
、
及
び
そ
れ
を
踏
ま
え
た

新
技
術
導
入
の
計
画
内
容

×

11

導入検討住宅地の年齢階級別人口

研究内容

新技術による都市問題解決効果に係る計画評価のイメージ（買い物弱者問題の例）

住宅地

中心市街地

最寄りの
スーパー

自力移動により
最寄りのスー
パーで買い物

住宅地

中心市街地

スーパー
の撤退

高齢化⇒
移動困難

住宅地

中心市街地

住宅地

中心市街地

外出頻度、
買い物頻度

の増加

【①従前の状況】 【②買い物弱者の発生】 【③住民による個別対応】

【④新技術の導入による買い物弱者問題への対応】

タクシー

自動運転型
オンデマンドバス

• 利用者の需要に応じ
運行ルート・時刻更新
⇒移動時間短縮

• 乗合い⇒交通費軽減

自動運転型オンデマンドバス
導入検討住宅地における

５歳階級別人口構成
0250500

0 250 500

0～4歳
5～9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳以上

男性 女性

自動運転型
オンデマンド
バスの主な

利用年齢階級

年齢階級別オンデマンドバス利用率

移動時間
短縮効果

交通費
軽減効果

健康増進
効果

×

オンデマンド
バスとタクシー
の１利用当たり

交通費の差

オンデマンド

バスと路線バス
の１利用当たり
移動時間の差

買い物１回
当たりの歩数

１歩当たりの
健康増進効果

×

×× ×

３．新技術活用による主要な都市問題解決効果に係る計画評価手法の開発

都市問題解決効果の算出モデル

ドローン配送
12

路線バス

路線バス、タクシーを
利用し中心市街地まで

移動して買い物

⇒長時間移動（路線バス）、
高額交通費（タクシー）

外出頻度、
買い物頻度

の減少
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研究の実施体制

13

研究の実施体制

国土交通本省

国総研 都市研究部

（技術開発等）

東京大学､筑波大学､名古屋大学､等
（スマートシティに関する実践・研究蓄積

に基づく研究協力、等）

民間企業

（IoT等の新技術の
情報提供、等）

都市局

（ｽﾏｰﾄｼﾃｨ施策の推進等）

その他の
地方公共団体

（実態調査・ケーススタ
ディに係る行政データ
の提供、意見交換、等）

スマートシティ
推進パートナーの
地方公共団体

（スマートシティモデル
事業の取組に係る実
証データの提供、取組

支援、等）

海外研究機関等

（先進事例調査）

Ｇ空間情報センター
（開発した評価ツールのダウンロード

サイトの提供・管理、等）

内閣府、総務省
（官民連携のプラットフォーム）個別テーマ１～３

個別テーマ１・２ 個別テーマ１・３

個別テーマ３個別テーマ２・３

個別テーマ２・３

個別テーマ１～３

研究計画

14

研究計画

 スマートシティ施策を推進する本省都市局と密接に連携・調整するとともに、ス
マートシティモデル事業の推進パートナーの地方公共団体と連携し現場の取り
組みに関する実証データの提供を受けること等により、研究を効率的に実施。

 加えて、スマートシティの取り組みに関する実践や研究蓄積を有する大学の協
力、IoT等の新技術を有する民間企業からの情報提供、先進事例に関する海
外研究機関等からの情報提供を受けること等により、研究を効率化・合理化。

効率性

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

Ｒ2 Ｒ３ Ｒ４ 研究費配分

（研究費［百万円］） １５ ２０ ２０ 総額５５

１
国内外のスマートシティの先進事例に係る
実態調査

約２０
［百万円］

２
都市の諸問題解決に活用可能な新技術の
体系的整理

約１２
［百万円］

３
新技術活用による主要な都市問題解決効
果に係る計画評価手法の開発

約２３
［百万円］
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 
非住宅建築物の防火性能の高度化に資する新しい性能指標および 

評価プログラムの開発 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 同一の建物であっても、想定する出火室、火災の規模、初期消火の可否などによって機能

不全率や復旧期間は変化するため、様々な条件に基づく評価結果を集約して建物の防火性

能を等級化する段階で、慎重な判断が必要になると思います。より高い防火性能を選択す

ることを促すために、有効な指標となるよう期待します。 

 

 

○継続使用性能という言葉に対して建築主がイメージする性能と、本評価方法によって評価で

きる性能に乖離が生じないように配慮する必要があると思います。例えば、本研究の評価

方法によって供用可能と評価された部分でも、延焼防止のための散水などによって実際に

は継続使用できなくなることも考えられます。 

 

 

〇加熱や浸水による構造部材の材質変化・性能劣化などに対する考慮が必要と感じます。 
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 
災害後における居住継続のための自立型エネルギーシステムの 

設計目標に関する研究 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 自立・分散型エネルギーを導入する上で、必ずしも住宅だけに拘らず、例えば非常用電源

の保有・管理が可能な施設・事業所との連携を考える方が合理的な部分もあろうかと思い

ます。設計目標を設定する上で、是非住宅に導入すべき部分と他の選択肢が活用できる部

分との重み付けも考慮できるとよいと思います。 
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 
スマートシティ推進支援のための主要な都市問題解決に係る計画評

価技術の開発 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 産・官・学が連携して、シーズ・ニーズや社会実験の機会などのマッチングを図り、最新

技術をスムーズに社会実装する体制が構築できると有意義だと思います。 
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